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【要旨】
　本稿では、これまであまり議論されてこなかっ
た、中小企業の再生に求められる経営者のリーダ
ーシップの養成方法について検討した。
　経営者のリーダーシップが十分に発揮され、企
業再生を果たすには、借り物ではない本物の経営
理念が不可欠と考えられている。しかし、経営理
念は、経営戦略や経営計画、経営目標に比べて、
象徴的な飾り物として扱われている場合が多く、
経営不振状態の中小企業の多くには、明確な経営
理念が存在しない。したがって、当該企業の再生
に有効な経営者のリーダーシップが十分に発揮さ
れ、機能しているとはいい難い。
　経営者のリーダーシップを支える明文化された
経営理念を利益計画に落とし込む方法が多くの論
者によって提唱されている。しかし、この方法
は、早期に利益やキャッシュを必要としている経
営不振の経営理念の無い中小企業にとっては、あ
まり有用とはいえない。経営理念自体が無いこと
に加え、経営者の言行や利益計画と整合性のある
本物の経営理念を形成し、企業業績が向上するに
は、多くの時間を要するなどの問題があるからで
ある。
　そこで、本稿では、従来の研究とは異なり、当
該企業の関心事である利益計画などの財務的な数
値目標設定後に、経営理念を明文化する取り組み
がなされた株式会社ヤマグチの事例を手がかり
に、借り物ではない本物の経営理念を形成するこ
とによって、中小企業再生に有効な経営者のリー
ダーシップが養成されるとする方法の有効性と有
用性を探った。
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１．はじめに（研究目的・問題提起・研究方法）
　経営者のリーダーシップを支える明文化された
経営理念を利益計画に落とし込む方法が多くの論
者によって提唱されている。しかし、本稿で紹介
する株式会社ヤマグチ（でんかのヤマグチ）は、
従来の研究とは異なり、利益計画などの財務的な
数値目標設定後に経営理念を明文化するという逆
プロセスによる取り組みがなされている。
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　宮田（2004）は、マズローの欲求５段階説の欠
乏動機状態にある企業は、生理的欲求が十分に満
たされていない状態にあり、この状態からは経営
理念は生まれないとしている（宮田, 2004, 64-65
頁）。この指摘のとおり、欠乏動機状態、すなわ
ち経営不振に陥った状態にある中小企業1の多く
には明確な経営理念が存在しない傾向にある。そ
のため、企業再生を果たすために発揮される経営
者のリーダーシップは、十分とはいい難い。しか
しながら、リーダーシップを支える借り物ではない
本物の経営理念形成の方法に関する根本的な観点
からの中小企業再生研究の蓄積はきわめて少ない。
　経営理念は、経営戦略や経営計画、経営目標に
比べて、象徴的な飾り物として扱われている企業
は少なからず存在し（槇谷, 2008, 1頁）、歯が浮く
ようなきれいな言葉で飾られることも多く、現場で
はあまり意識も実行もされない（伊丹・加護, 2003, 
347頁）。また、経営理念そのものの生成・変容・
受容などのプロセスについても曖昧である（三井, 
2010, 96頁）。さらに、借りものではない本物の経
営理念を形成し、企業業績が向上するには、多く
の時間を要するなどの問題があり、こういった問
題が、目先の利益を必要としている経営不振の中
小企業における経営理念形成を阻む大きな要因と
なっている（佐竹, 2015, 46頁）。したがって、経
営不振に喘ぐ中小企業にとっては、さらに踏み込
んだ経営理念形成の方法に関する検討が必要であ
り、この要因を取り除くための方法論を明らかに
してゆくことが求められている。
　そこで、経営理念の無い経営不振に陥っている
中小企業が、株式会社ヤマグチ（でんかのヤマグ
チ）のように利益計画などの財務的な数値目標設
定後に経営理念を導き出すという逆プロセスの取
り組みによって、企業再生に求められる経営者の
リーダーシップが養成される可能性について本稿
では探る。
　具体的には、中小企業の現状を確認するととも
に、企業再生研究における課題を検討する。そし
て、企業再生に求められるリーダーシップの理論
的検討を行い、リーダーシップにおける経営理念
の必要性について確認する。また、経営理念と利
益計画の関係性を概観し、利益計画研究における
課題を明らかにする。さらに、株式会社ヤマグチ
（でんかのヤマグチ）の事例から、中小企業再生
に有効な経営者のリーダーシップを養成すると考
えられる経営理念形成の取り組み方について考察
する。
２．中小企業の現状と
　　企業再生研究における課題
2.1.　中小企業の現状
　中小企業は、日本における企業数2の約99.7％、
従業者数の約69.7％を占め、我が国の経済にとっ
てきわめて重要な存在である（図表１）。しかし、
経済・社会 構造の変化に伴い、中小企業の数は
図表１　企業規模別の企業数及び従業者数
出所：中小企業庁（2014）127頁を基に筆者作成
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図表２　企業規模別の企業数及び従業者数
出所：中小企業庁（2014）128頁を基に筆者作成
図表３　利益計上法人数・欠損法人数の推移
出所：国税庁（2014）15頁を基に筆者作成
図表４　再生支援に際して重視する判断基準５
出所：中小企業白書（2011）155頁を基に筆者作成
研究ノート
6 Policy Studies Review
大きく減少3している（図表２）。また、多くの企
業が欠損状態4にあり（図表３）、企業数に占める
割合の高い中小企業の業績を向上させるための再
生や成長に関する研究は、日本経済の活性化や雇
用の観点からも重要と考えられる。
　そして、中小企業の再生支援に際して重視する
判断基準は、「経営者の資質・経営改善への意欲」
と回答した金融機関の割合が最も高い（図表４）。
また、金融機関にとって支援継続の障害となる要
因は、「経営者の経営改善に対する意欲の弱さ」
が最も高く（図表５）、中小企業再生において、
経営者のリーダーシップが大きく問われていると
いえる。
2.2.　企業再生研究における課題
　太田（2009a）は、倒産状態7の企業が再生を果
たすためには、まず倒産リスクに直面していると
いう①危機意識を強く認識すること、さらに危機
意識を認識するだけに留めることなく、②再生
計画を立て、その計画を③応急再生8、本格再生、
持続型再生（安定再生）という各段階で確実に実
行することによって、④財務の健全性を高め、⑤
企業価値の維持、向上を図るという経営行動プロセ
スの重要性について指摘した（太田, 2009a, 66頁）。
そして、統合的リスクマネジメント（ERM）9によ
る「企業価値の維持」、「企業価値の向上」は、「経
営者たる人」のリスク対応が先にあって、すべて
が成り立ち、「持続型再生の基本条件」は「経営
者の革新意欲とリーダーシップ」であるとしてい
る（太田, 2009b, 3頁）。
 これらの太田による指摘は、中小企業再生の研
究においても非常に示唆に富む。しかし、図表６
に示すように、経営者のリーダーシップが欠如し
ていると推察される当該企業の再生に、有効かつ
有用な具体的な経営者のリーダーシップの養成方
法に関する研究の蓄積がきわめて少なく、さらに
踏み込んだ議論が必要とされている。
　また、福本（2005）は、経営危機を迎え、再生
を必要としている企業は、「戦略・ファイナンス・
組織」に不整合が生じており、経営陣のリーダー
シップや意思決定の仕方に問題があると指摘して
いる（福本, 2005, 137頁）。そして、「理念」や「ビ
ジョン」を全社員が共有することは企業経営にお
いて重要な要素であるが、これは、ターンアラウ
ンド・マネージャーがリーダーシップを発揮する
中で当然行われるものであるとして、図表７に示
すとおり、リーダーシップを中核とし、「戦略・
ファイナンス・組織」がしっかりと融合される必
要性と、企業再生をリードするターンアラウン
ド・マネージャーのリーダーシップが最も重要で
あるとしている（福本, 2005, 138頁）。
　しかし、この研究では、リーダーシップが最も
図表５　再生支援開始後支援の継続に障害となる要素６
出所：中小企業白書（2011）156頁を基に筆者作成
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重要と指摘しながらも、その養成方法やリーダー
シップを支える「理念」の形成方法に関する議論
がなされておらず、さらなる検討が必要といえる。
３．リーダーシップと経営理念
3.1.　リーダーシップ研究の概要と課題
　リーダーシップ研究の大きな流れは図表８に示
すとおりであり、1940年頃のリーダーシップ研究
は、リーダーの資質に着眼した特性理論に関する
議論が中心であった。その後の1950年から1960年
頃にかけてはリーダーの行動に関する研究に注目
が集まり、1960年後半からは、メンバーの状況に
合わせたリーダー行動に焦点を当てた状況適合理
論に関心が集まった。これらのリーダーシップ研
究は、比較的小さな集団を対象とし、その集団が
図表７　リーダーシップ&「戦略・ファイナンス・組織」の融合
出所：福本（2005）138頁を基に筆者作成
図表６　企業再生と経営行動プロセス
出所：太田（2009a）65-66頁を基に筆者作成
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出所：伊丹・加護野（2003）377頁を基に筆者作成
いかに成果をあげるかを中心としたものであった。
　1980年代頃になると、米国経済が大きく低迷し、
企業組織レベルでのリーダーシップ検討がなされ
るようになった。つまり、自動車や鉄鋼、電機な
どの従来の米国経済を支えていた産業が厳しい国
際競争にさらされる中で、進行する変化に適応し
ながら、企業組織を導いていくリーダーが求めら
れるようになった。過去の成功体験から脱却し、
未来の変化を先読みしながら、企業組織の変革を
導いていく変革型のリーダーシップ理論がBurns
（1978）やBass（1985・1996）らによって提唱さ
れるようになった。
　近年、この変革型リーダーシップ理論をベー
スとする中小企業経営者のリーダーシップの重
要性に関する研究の蓄積が進んでおり（例えば、
Lubatkin, Smsek, Ling & Veiga, 2006; 佐藤, 2014; 高
石, 2012ら）、リーダーシップにおける経営理念の
重要性に関する議論もなされるようになっている
（例えば、Bennis & Nanus, 1985; Greenleaf, 1977; 
伊 丹・ 加 護 野, 2003; Kotter, 1996; Koestemburm, 
2002; 佐竹, 2009ら）。
　リーダーシップは、多くの論者により、さまざ
まな定義づけがされている。伊丹・加護野（2003）
は、「人について行こうと思わせ、そして彼らを
まとめる属人的影響力」（伊丹・加護野, 2003, 372
頁）としてリーダーシップを定義しており、図表
出所：佐竹（2007）19頁
図表８　リーダーシップ理論の大きな流れ
図表９　リーダーシップの位置づけ
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９に示すとおり、理念と人による統御を構成する
マネジメントの一つの部分であるとしている（伊
丹・加護野, 2003, 376-377頁）。
　一方で、Kotter（1999）は、図表10に示すとおり、
リーダーシップ機能とマネジメント機能を明確に
分け、リーダーシップとは変革を成し遂げる力量
を指すとしている（Kotter, 1999, 49頁）。
　また、図表11の「The Leadership Diamond 
Model」によって示されているとおり、Koestemburm
（2002）は、リーダーシップは、ビジョン（Vision）
や倫理（Ethics）10、事実（Reality）、勇気（Courage）
をバランスよく高めてゆく必要があると指摘して
いる（Koestemburm, 2002, p. 18）。
　このように、さまざまな論者が指摘するよう
に、経営者が、リーダーシップを存分に発揮する
ためには、それを支える経営理念が必要であるこ
とがわかる。
　しかし、業績の低迷から債務超過や経営不振に
陥っている中小企業の多くには、確固たる社長
の信念や明確な経営理念は見当たらない（佐竹, 
出所：Kotter（1996）47頁・113頁; Kotter（1999）51頁を基に筆者作成
図表10　リーダーシップ機能とマネジメント機能
出所：Koestenbaum（2002）p. 18を基に筆者作成
図表11　The Leadership Diamond Model
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2015, 32頁）。したがって、企業再生を果たすため
に発揮される経営者のリーダーシップは、十分と
はいい難い。
　また、リーダーシップを支える経営理念形成の
方法に関する根本的な観点からの研究の蓄積がき
わめて少なく、さらなる検討が必要といえよう。
3.2.　経営理念研究の概要と課題
　ここでは、リーダーシップを支える経営理念の
先行研究を概観し、中小企業の再生における経営
理念研究の課題について述べる。
　伊丹・加護野（2003）は、「組織の理念的目的（こ
の企業は何のために存在するか）と経営のやり方
と人々の行動についての基本的考え方」として
経営理念を定義しているが（伊丹・加護野, 2003, 
347頁）、図表12に示すとおり、経営理念について
は学術的に一貫した定義づけが明解にされておら
ず、さらなる議論の余地がある（瀬戸, 2012, 27頁）。
それは経営理念という用語が、さまざまな用語11
と同義で使用されているからであるといった指摘
もある（柴田, 2013, 27頁）。
　これらの先行研究における経営理念の概念定義
からは、経営理念そのものを目的とする定義づけ
や、経営の目的を明確にしたうえで、その目的を
達成させるための指針であり、よりどころであ
り、指導原理となる考え方であることなどが示され
ている。つまり、これらの定義づけからは、経営の
目的が不明確な状態では、経営理念としては成立し
得ないということがわかる（佐竹, 2015, 37-39頁）。
　そして、経営理念の表現内容や構造、必要性、
機能、浸透方法、企業業績における有効性などに
関する研究の蓄積も進んでいる（例えば、Collins 
& Porras, 1994; 三井, 2010; 宮田, 2004; Ouchi, 1981; 
Peters, 1982; 佐藤, 2011・2014; Thompson, 1958）。
　また、最近では、経営理念の作成方法に関する
議論も見られる。加藤（2010, 2011a, 2011b, 2012, 
2013, 2015）は、借りものではない本物の経営理
念を作成し、それを浸透させる観点から、心理学
（NLP=神経言語プログラミング）を活用した具
体的な経営理念の作成方法について考察し、この
NLPのニューロロジカルレベル12（人の意識の論
理構造モデル）が経営者をはじめとする組織の構
成員を動機づける本物の具体的な経営理念の作成
に有効であることを明らかにした（図表13）。
図表12　経営理念の定義
出所：柴田（2013）p. 28.などを基に筆者作成
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　しかし、この研究による示唆は、あくまでも経
営理念の作成と浸透においては一定の有効性は認
められるものの、業績との関係性は示されていな
い。加えて、経営不振の欠乏状態にある中小企業
において、どれだけ有効な方法なのかについても
明らかにされていない。したがって、目先の利益
を必要としている経営不振に喘ぐ中小企業にとっ
ては、さらに、踏み込んだ経営理念形成の検討が
必要といえる（佐竹, 2015, 45頁）。
　さらに、経営理念は、経営戦略や経営計画、経
営目標に比べて、象徴的な飾り物として扱われて
いる企業は少なからず存在し（槇谷, 2008, 1頁）、
歯が浮くようなきれいな言葉で飾られることも多
く、現場ではあまり意識も実行もされない（伊丹・
加護野2003, 347頁）。また、経営理念そのものの
生成・変容・受容などのプロセスについては曖昧
なままであり（三井, 2010, 96頁）、本物の経営理
念を形成し、企業業績が向上するには、10年～20
年の多くの時間を要する（Collins & Porras, 1994; 
宮田, 2004）。
　このように、短期的に利益を必要としている経
営不振の中小企業再生に有効な経営者のリーダー
シップを支える経営理念の形成方法に関しては、
さらに踏み込んだ検討が必要であり（佐竹, 2015, 
46頁）、次に、当該企業経営者の関心度が高いと
思われる利益計画との関係性から検討を試みるこ
ととする。
４．経営不振の中小企業と
　　利益計画研究の課題
　飛田（2014）は、日本における中小企業の管理
会計を対象とした研究はあまり行われてこなかっ
たと指摘しているが（飛田, 2014, 2頁）、ここでは、
経営不振の中小企業経営者の関心度の高い利益計
画の財務的数値を基に経営理念を導く方法を検証
する観点から、利益計画の策定に関する理論的検
討を行う。そして、経営不振の中小企業における
経営理念形成に関する利益計画研究の課題を明ら
かにする。
4.1.　経営不振の中小企業と利益計画
　企業経営における利益計画の策定・運用方法
に関する研究の蓄積は多く（例えば、Anthony, 
1965; 福嶋・米満・新井・梶原, 2013; 堀井, 2003; 
Kaplan & Norton, 1996; 上総, 1993; Mintzberg, 
1994・2004・2009; NAA, 1964; 佐 藤, 2000・2007; 
Simons, 1995・2000; 高宮, 1972; 吉田, 2003）、最近
図表13　ニューロロジカルレベルによる経営理念の作成
出所：加藤（2015）101頁
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では、中小企業における利益計画の重要性や策定
方法に関する議論も進んでいる（例えば、朝原, 
2010; 稲垣, 2010; 加藤, 2015; 小椋, 2014; 小田, 2002; 
澤邉, 2013; 澤邉・飛田, 2010; 飛田, 2011・2014; 吉
川, 2012・2013・2014;）。
　吉田（2003）によれば、会計は、膨大な取引を
意味ある形に表彰する簿記の機能を利用して何を
表章すべきかを明らかにするとし、財務諸表利用
者の関心の対象を明らかにするとともに、意思
決定に重要な情報を提供するとしている（吉田, 
2003, 11-12頁）。
　また、企業会計は、財務会計と管理会計に分類
され、財務会計は、過去計算および現在計算を取
り扱い、企業の経営成績および財政状態を財務諸
表によって報告することを主眼とする。一方、管
理会計は、未来計算を取扱い、企業内部の経営管
理者が計画をたて、実績を達成目標に向けて統制
あるいは業績評価するのに役立つ会計情報を報告
することを主眼とし、測定単位は、貨幣や個数・
重量・時間数などの物量単位を使用することが多
く（佐藤正雄, 2007, 11-14頁）、経営不振の中小企
業にとっても重要な経営管理技法といえる。
　しかし、経営不振状態にある多くの中小企業で
は、この管理会計の導入が進んでおらず、利益計
画が曖昧、あるいは存在しない傾向が見受けられ
る。また、経営者の倒産リスクに対する危機意識
が弱く、倒産リスクなどの問題点があることを意
識しても、その問題点を先送りし、再建に対する
経営行動が希薄で、手遅れになる企業が多い（太
田, 2009, 65頁）。したがって、このような企業に
おいては、財務の健全性が高まらず、企業価値の
維持、向上、すなわち債務超過を解消して再生を
図ることが困難な状況にあるといえる。
　それでは、なぜ、経営不振に陥っているにもか
かわらず、当該企業における経営者の危機意識は
弱く、利益計画が曖昧な状況が目立つのであろう
か。それは、たとえ債務超過状態にあっても「雨
の日に傘を貸す」リレーションシップバンキング
を目指している金融機関（吉川, 2012, 85頁）が多
く存在することもひとつの要因として挙げられ
る。金融庁（2014）は、中小・零細企業の経営・
財務面の特性や中小・零細企業に特有の融資形態
を踏まえ、赤字や債務超過が生じていることや、
貸出条件の変更が行われているといった表面的な
現象のみをもって、債務者区分を判断することは
適当ではないとして、金融機関の検査における検
証ポイントを示している（金融庁, 2014, 3頁）。つ
まり、当該金融機関は、この金融庁の金融検査マ
ニュアル13に沿った条件によって貸し出しを行っ
ており、経営状況が悪化した中小企業の資金源と
しての役割を担っている。したがって、たとえ債
務超過に陥っても、いわゆる「困ったら何とかし
てくれる」金融機関からの資金調達が可能なこと
が、経営者の現状認識に対する甘さや問題を先送
りにさせるひとつの要因となって、倒産リスクに
対する経営者の危機意識が強まらない状況にある
ことが推察される。
　さらに、このような経営不振状態にある経営理
念が存在しない中小企業は、経営者の信念や将来
展望、ビジョン、戦略、管理会計における利益計
画が曖昧である。また、実行意欲も弱い傾向にあ
り、再生に有効な経営者のリーダーシップが十
分に発揮されていなことが推察される。金融庁
（2014）は、中小・零細企業等の場合、企業の規模、
人員等を勘案すると、大企業の場合と同様な大部
で精緻な経営改善計画等を策定できない場合があ
り（金融庁, 2014, 7頁）、経営改善計画等が策定さ
れていない債務者を直ちに破綻懸念先と判断しては
ならないとしており（金融庁, 2014, 5頁）、債務超過
状態の中小企業において経営（再生・改善）計画の
策定が必ずしも強く求められていないのである。
　吉川（2014）は、十分な実行意欲を有しない経
営者に対して、再生計画の策定プロセスを通じて
いかに意識改革が行われるかをエスノグラフィッ
クな定性的研究（金融機関を中心とする中小企業
の再生現場に焦点を当てた参与観察を中心とする
長期的なフィールドスタディにもとづく経験的研
究）により検討した。そして、中小企業と金融機
関を中心とする地域経済というビジネス・エコシ
ステムにおける相互作用に着目して、営業活動の
確認を通じて経営者の実行意欲が喚起されるとと
もに、経営者意識の改革が進み経営者意識の十分
性が確認される事例を提供している。
　この研究は、倒産の危機に直面している中小企
業が再生を図るための管理会計（計画策定）や地
域金融機関による支援の有効性が示されており、
研究ノート
Policy Studies Review 13
非常に示唆に富む。しかし、将来願望（ビジョン）
にのみ焦点を絞って議論が進められており、経営
理念との関連性や形成方法を含めた議論がなされ
ていない。また、経営者意識に欠ける経営者の実
行意欲を喚起し、再建に向けた道筋を示す事例に
ついては論じているが、危機意識と経営理念、将
来願望（ビジョン）をどのように誘導し、経営者
のリーダーシップがいかに発揮され、債務超過を
解消して再建を果たしてゆけば良いのか、すなわ
ち業績との関連性については議論されておらず、
さらなる検討が必要と思われる。
4.2.　利益計画と経営理念との関係
　図表14のように、上総（1993）は、経営者は企
業目的14の実現を目指して企業管理を合理的に展
開するために、目標利益とそれを具体化した経営
計画が会計プロセスを通じて会計報告書に表現さ
れ、これが管理者集団に報告されるとしている（上
総, 1993, 17-18頁）。
　そして、Simons（2000）は、企業経営における
ミッション15から戦略、目標と計画、業績評価、
行動までの流れを、図表15のように示している。
図表14　管理者管理のための会計
図表15　行動までの流れ
出所：上総（1993）17頁を基に筆者作成
出所：Simons（2000）40頁を基に筆者作成
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　また、加藤（2015）は、図表16に示すとおり、
前述のニューロロジカルレベルを活用して導出し
たミッションを意識化したうえで経営戦略を考
え、中小企業の利益計画をたてることを提案して
いる（加藤, 2015, 100頁）。
　このように、利益計画に関する既存研究では、
「経営理念ありき」であり、経営理念から利益計
画が策定されていることがわかる。したがって、
経営理念が存在しない経営不振の中小企業に有効
かつ有用な方法に関する研究の蓄積がきわめて少
ないことが明らかとなった。そこで、次章では、
倒産の危機に直面し、利益計画設定後に経営理念
を明文化することによって、再生に求められる経
営者のリーダーシップを発揮したと思われる中小
企業の株式会社ヤマグチ（でんかのヤマグチ）の
事例から探ることとする。
５．株式会社ヤマグチ
　　（でんかのヤマグチ）の事例16
5.1.　企業概要と経営危機を乗り越えた経緯
　株式会社ヤマグチは「でんかのヤマグチ」とい
う屋号で、東京都町田市において1965年５月５日
に松下電器（現パナソニック）系列の電器店、い
わゆる「町の電気屋さん」として、代表取締役で
ある山口勉氏（1942年、東京生まれ）によって創
業された。同社は、年商12億４千万円で、最終利
益2,300万円（2012年３月期）、資本金は1,000万円、
従業員数約50名（正社員40名とパート10名）規模
の中小企業である。そして、東京都町田市と神奈
川県相模原市に商圏を絞った地域密着型の経営を
しており、40% に迫る高い売上高総利益率（以下、
粗利益率）を達成している。
　1996年頃からヤマダ電機やヨドバシカメラなど
の大手家電量販店が同社の近隣周辺に続々と進出
し、６店もの競合店が立ち並ぶという危機的状況
に同社は直面した。こういった危機的状況の中
で、「生き残っていけるのか」という強まる危機
感から、代表取締役の山口氏は「取引先や専門家
に相談するもいい答えは出てこなかった」と振り
返る。そして、「自分で考えなければいけない」
と眠れない日々を過ごしながら悩み考え続けたと
いう。「量販店のいいところは、価格が安い、お
店が大きい、駐車場が広い、いろんな商品が並ん
でいるなどいいところだらけだが、買う側の一番
は価格が安いところであり、量販店同士で１円で
も安くする闘いをやっている。量販店の価格競争
の渦に入らないようにするにはどうしたらいい
か」という現状分析と自らへの問いかけから「量
図表16　階層別の経営戦略（および財務戦略）
出所：加藤（2015）92頁を基に筆者作成
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販店とは逆のことをやってみるか」という考えが導
かれ、粗利益率を増加させる「高売り」を決意した。
　図表17に示すとおり、1996年当時の同社の粗利
率は25% ～26%であり、量販店が進出する以前の
３年間（1993年～1995年）は赤字続きであった。
しかし、量販店の進出により売上高は30%落ちる
と予測し、生き残りをかけ、10年間で粗利率を
10ポイント上げて35%にする目標を1996年に設定
し、この利益計画策定後に経営理念を明文化し
た。その結果、目標は８年で達成され、現在にお
いては粗利率が40%に迫り、2014年３月期に至る
まで17期連続の黒字を達成している。さらに、量
販店が台頭する以前の1996年当時においては約
２億円の借入金があるなど多額の有利子負債を抱
え資金繰りに窮していたが、2008年には新規借り
入れや借り換え、仕入資金不足からくる小切手の
発行などが一切不要となり、無借金経営を実現す
るに至った。
5.2.　経営理念の形成
　前述したとおり、山口勉氏は、大手量販店の進
出により売上高は30%落ちると予測し、生き残り
をかけ、10年間で粗利率を10ポイント上げて35%
にする目標を1996年に設定した。そして、この利
益計画策定後に経営理念を明文化している。つま
り、同社は、この高売りを実現させるため、顧客
数を大幅に減らすことによって質の高いサービス
を提供するという計画を立案し、当該計画から「で
んかのヤマグチは当店を利用していただく大切な
大切なお客様とお客様の為に働く社員のためにあ
る」という経営者としての覚悟と決意を示す経営
理念を導いた（図表18）。
　さらに、この経営理念に基づいた「４つのモッ
トー」である「①お客様に呼ばれたらすぐトンデ
行くこと」、「②お客様のかゆいところに手が届く
こと」、「③お客様に喜んでもらうこと」、「④お客
様に良い商品で満足してもらうこと」を社員の行
動に対する活動方針として作成している（山口, 
2013, 43-44頁）。
　そして、山口氏は、約34,000人の顧客を約13,000
人に絞り込み、「東京都町田市・神奈川県相模原
市周辺に居住していない」や「過剰な値引きを要
求」、「過去トラブルがあった」、「過去５年に１万
円以上の購入がない」という顧客をすべて排除す
るという思い切った経営を実行していった。
　なお、経済産業省（2011）は、『平成24年度お
もてなし経営企業選―先進的モデル企業―』にお
いて同社を以下のように取り上げている。
大切にしたのは「お客さまにとことん喜んでもら
う」こと。中でも特徴的なのは、「でんかのヤマグ
チはトンデ行きます」を合言葉に、御用聞きサービ
スに力を入れ、「ちょっとしたお困りごと」に喜ん
でこたえている点である。たとえば、顧客の犬を
代わりに散歩したり、通りがかった営業車をタク
シーとして使ってもらったりと、「何でも屋さん」
図表17　業績の推移（売上高と粗利益率）
出所：藤井（2010）http://blogs.itmedia.co.jp/brand_ing/2010/08/post-04b7.html
研究ノート
16 Policy Studies Review
の役割を無料で担っていることだ。「遠くの親戚よ
りも近くのヤマグチ」という関係が顧客との間に生
まれている。さらに、毎週末および毎月恒例のさま
ざまなイベント開催も、顧客との親密度を高めてい
る。（経済産業省 2011: http://omotenashi-keiei.go.jp/
kigyousen/pdf/f16.pdf）
　ここからは、利益計画から導かれた経営理念と
社員の行動に対する活動方針が、実際に顧客に対
するサービスとなって徹底して実践され、貫かれ
ていることが読み取れる。つまり、生き残るため
に粗利益率を10%向上させるという計画が、山口
氏の決意として表明された経営理念となって、そ
れが実際の組織行動と整合性がとれていることが
わかる。
　このように、同社の経営理念は、既存研究とは
異なる逆プロセスによって利益計画から導出され
たといえる（図表19）。つまり、経営理念の無い
図表18　顧客数と粗利益率の数値目標
図表19　既存研究とヤマグチ社の経営理念形成プロセスの違い
出所：山口（2013）29-36頁を基に筆者作成
出所：筆者作成
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経営不振状態にあった同社は、①問題を解決する
ための利益計画を策定し、②立案された利益計画
に基づいて経営理念を明文化するという段階を経
て、経営者のリーダーシップを支える借り物では
ない本物の経営理念が形成されたといえる。
5.3.　経営者のリーダーシップ
　同社は、現状における問題を財務的側面から明
確にしたことで、太田（2009a）のいう危機意識
が強まり、そこから再生計画を立て、福本（2005）
のいう、「理念」や「ビジョン」を全社員が共有
したうえで、山口氏のリーダーシップを中核と
し、「戦略・ファイナンス・組織」がしっかりと
融合されるかたちで再生を果たした。つまり、売
上が減少するという問題を特定することで、危機
意識が強まり、同社に有効な戦略（図表20）や財
務活動、組織運営に関する計画を立案し、これを
実行するための決意を経営理念として表明し、再
生に求められる経営者のリーダーシップが養成さ
れ、発揮されたと考えられる（図表21）。
　また、前述のKoestenbaum（2002）による「The 
Leadership Diamond Model」のフレームワークに
ヤマグチ社の事例を当てはめると、図表22に示さ
れている流れでリーダーシップが養成されている
ことがわかる。
図表20　ヤマグチ社の戦略
図表21　リーダーシップ&「戦略・ファイナンス・組織」の融合と経営理念の位置づけ
出所：筆者作成
出所：福本（2005）138頁を基に筆者作成（経営理念などを加筆）
研究ノート
18 Policy Studies Review
　つまり、同社は、まず、①事実（Reality）を高
めるための取り組み、すなわち大手家電量販店の
台頭によって売上減少を招き、危機的な状況に直
面しているという事実や現実と徹底的に向き合っ
た。そこから、10年以内に粗利益率を10ポイント
向上させる「高売り」によって生き残りを図ると
いう事実に基づいた計画を立て、そのためには、
それに見合う顧客価値を提供するとともに、地元
地域の顧客と社員を大切にするという②ビジョン
（Vision）と、③倫理（Ethics）が導かれたこと
によって、③勇気（Courage）づき、リーダーシ
ップが養成されたと捉えることができよう。
　金井（1986）は、リーダーシップが意味のある
影響力であるためには、経営理念を単なるタテマ
エの価値観や原則にとどめることなく、それを行
動の基本的仮定として浸透させることが要請さ
れ、経営理念は、組織文化の形成・維持や変革に
携わる経営トップのリーダーシップに不可欠の要
素となるとしている（金井, 1986, 172頁）。
　このことからも、歯の浮くようなタテマエでは
なく、経営者のホンネが表現されている経営理念
が、経営者のリーダーシップには欠かせないとい
える。そういった意味において、同社の顧客と社
員を大切にしようとする経営理念は、山口氏のホ
ンネ、すなわち利益（計画）や現実と直結してお
り、利益計画と整合性のある経営理念が早期に形
成され、再生に有効な経営者のリーダーシップが
養成されたと考えることができる。
６．利益計画策定後の経営理念
　　形成の有効性と有用性
　ここでは、ヤマグチ社の事例から導出された利
益計画策定後に経営理念を形成する取り組みの有
効性と有用性に関する理論的検証を行う。
　利益計画策定後の経営理念形成の有効性を検討
するひとつの有望な理論的視角として、
原科・原沢（2007）が提示した計画策定・実行サ
イクルが挙げられる（図表21）。この指摘は、企
業計画では、まず、「Plan」から始まるが、公共
計画では、問題を明らかにするという「See」か
ら始まるとしている（原科・原沢, 2007, 43頁）。
　つまり、ヤマグチ社の場合でいえば、「See」の
現状分析により売上が減少するという収益力低下
の問題を明らかにし、そこから粗利益率を10%上
げるという高売りをベースとする「Plan」、すな
わち利益計画を立案し、この計画から経営理念を
形成して、「Do」、すなわちリーダーシップを発
揮して実行したと解釈できる。
図表22　The Leadership Diamond Modelとリーダーシップ養成
出所：Koestenbaum（2002）p. 18を基に筆者作成
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　次に挙げられる有望な理論的示唆は、Mintzberg
（2009）がモデル化した意思決定のプロセス（図
表24）である。
　このプロセスをヤマグチ社の事例に当てはめる
と、「問題の特定」が、売上の減少ということに
なる。そして、「対策案の考案」は、売上減少に
伴う収益力の低下を、粗利益率を10ポイント向上
させる高売りによって補う利益計画の策定を意味
し、そこから、利益の源泉である顧客と社員を大
切にしようとする経営理念、すなわち「方針の決
定」がなされたと置き換えて捉えることができる。
　つまり、Mintzberg（2009）によれば、意思決
定は、①問題を特定することから始まり、次に②
対策案を考え、そのうえで③最終的な方針を決定
するという順に進むと指摘しており（Mintzberg, 
2009, 87頁）、ヤマグチ社の事例も、この手順に沿
って経営理念が形成され、他の経営不振状態にあ
る経営理念の無い中小企業にも適用可能な方法と
考えられる。
　また、経営者の動機づけの観点からは、モチベ
ーション理論のひとつであるマズローの欲求階層
説とエイコフとエメリーの理想追求システム17か
らの視角も有望である。
　宮田（2004）は、マズローの欲求5段階説から
経営理念が導かれる段階を示したが（宮田, 2004, 
55頁）、これに、理想追求システムに基づいた概
念を加味して考察すると（図表25）、利益計画策
定後の経営理念形成は、経営不振の中小企業に有
効かつ有用であることがわかる。
　つまり、経営不振に陥っている「欠乏動機」状
態にある企業が、いきなり「自己実現の欲求」
に相当し、高い理想である経営理念を設定するよ
りは、「生理的欲求」や「安定の欲求」を満たす、
すなわち目の前にある問題を解決するための①短
期目標を、まずは設定することから着想する方
が、より現実的だからである。そのうえで②長期
目標や長期計画を検討し、そこから③経営理念を
導くという段階を踏んだ取り組みの方が、当該企
図表23　計画策定・実行サイクル
図表24　意思決定を通じたコントロール
出所：原科・原沢（2007）43頁を基に筆者作成
出所：Mintzberg（2009）87頁を基に筆者作成
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業の経営者には受け入れやすく、経営者のモチベ
ーションも高まると考えられるからである。
　Drucker（2008）は、計画の段階にいたったとき、
再びわれわれのミッション、すなわち経営理念は
何かを考えると指摘しているが（Drucker, 2008, 
p. 16）、計画検討後に、「当社のミッションは何か」
と問い直し、計画の意味と会社の存在意義を確認
することによって、計画と経営理念の整合性が図
られ、借り物ではない本物の経営理念を見出して
ゆくことが期待できるのである。
　米国会計人協会18（1964）は、計画設定の過程
は、経営者の洞察力を向上させ、建設的な考え方
をもつようにさせるのに役だつと指摘するように
（NAA, 1964, 22頁）、経営不振の中小企業が、計
画策定の延長線上から本物の経営理念を自然の流
れの中で見出してゆくことによって、再生に求め
られる経営者のリーダーシップが養成されるので
ある。
図表25　マズローの欲求５段階説と理想追求システム
図表26　倒産・再生のERM
出所：宮田（2004）55頁; Ackoff（1971）p. 667; Ackoff and Emery（1972）pp. 240-241を基に筆者作成
出所：太田（2009）11頁を基に筆者作成
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　このプロセスは、太田（2009a）が提唱する「倒
産・再生のERM理論」（図表26）19とも一致する。
　ERM理論では、「A ZONE」に位置する「倒産
の局面」状態にある企業は、まずは、「応急再生」、
すなわち「緊急措置としての再生」状態の「B 
ZONE」へと転換を図るという、比較的達成しや
すい短期目標を設定する。次に、「本格再生」を
図る長期目標を設定し、そこから、「安定再生」、
すなわち「持続型再生」状態にある「C ZONE」
へと段階を踏んで、徐々に目標を高めてゆこうと
する再生プロセスが示されている。
　これをヤマグチ社の状況とマズローの欲求５段
階説に置き換えると、「倒産の局面」は、同社の「①
赤字」状態であり、５段階説の「生理的欲求」を
満たそうとする状態に相当する。「応急再生」は、
同社が「②黒字化」を果たした状態であり、５段
階説の「安定の欲求」を望む段階といえる。また、
「本格再生」は、同社の「③借入金０円」や目標
の粗利益率を達成した状態に相当し、５段階説の
「通常の欲求」や「自尊の欲求」段階にあると解
釈できる。「安定再生」の「持続型再生」は、５
段階説の「自己実現の欲求」に相当し、ヤマグチ
社でいえば、17期連続の黒字化と目標を上回る粗
利益率の状態にあると考えられる。
　このように、赤字体質であったヤマグチ社は、
大手家電量販店の進出による危機的状況に直面
し、売上減少という問題を特定した。そして、そ
れを克服するための計画を策定し、そこから経営
理念を導き、経営者のリーダーシップが養成・発
揮され、目標が達成された。つまり、問題を特定
し、それと徹底的に向き合うことで危機意識が強
まり、問題解決のための目標が設定されたのであ
る。そして、この目標を達成するための具体的な
利益計画が策定され、この計画に、顧客と社員に
対する原理原則、すなわち経営者の哲学や思想が
加味され、経営者の覚悟と決意の表れとして、経
営理念が導かれたといえる。その結果、顧客をも
含む周囲の関係者に影響を与え、企業を変革し、
再生へと導く経営者のリーダーシップが養成さ
れ、発揮されていったと考えることができる。
　三井（2010）は、「『うちの組織には経営理念が
ある』と言う場合、書かれた文言として経営理念
が存在しているという意味ではなく、経営理念が
それを受け取る人々に解釈・再解釈されて、日々
の活動に現れているという意味である。そのよう
な相互作用が存在しないのであれば，経営理念は
『絵に描いた餅』となってしまい、『実在はして
いない』」と指摘するように（三井, 2010, 96頁）、
借り物ではない本物の経営理念が導かれることに
よって、再生に求められる経営者のリーダーシッ
プが養成されるといえる。
　以上から、①「現状分析と問題特定」→②「目
標設定と利益計画の策定」→③「会社の存在意義
や目的、顧客や地域社会、社員などに対する経営
者の信条・思想・哲学・原理原則・使命感・価値
観・決意・覚悟の検討」→④「経営理念の明文化
と表明」というプロセスから本物の経営理念が早
期に導かれ、中小企業再生に有効なリーダーシッ
プが養成されるといえる。
７．おわりに（まとめ・意義・課題）
　本稿では、中小企業再生に有効な経営者のリー
ダーシップ養成の方法を検討した。
　まず、企業再生、リーダーシップ、経営理念、
利益計画の先行研究をレビューした結果、当該リ
ーダーシップを養成するには、「借り物ではない
本物の経営理念を早期に形成する方法を見出す必
要がある」という課題が明らかとなった。
　次に、この課題を検討するために、ヤマグチ社
の事例から導出された、「利益計画策定後に経営
理念を形成する」という、既存研究（経営理念形
成→利益計画策定）とは逆プロセスの経営理念形
成法によるリーダーシップ養成法の有効性と有用
性を探った。具体的には、原科・原沢の計画策定・
実行サイクル、Mintzbergの意思決定プロセス、
マズローの欲求５段階説、エイコフとエメリーの
理想追求システム、太田の倒産・再生のERM理
論などから考察した。
　その結果、既存研究で提唱されている経営理念
から計画に落とし込むプロセスとは異なり、まず
は、問題を解決するための利益計画を策定し、そ
こから経営理念を明確にしてゆこうとする取り組
みは、経営者のホンネが経営理念に反映されやす
く、利益と直結する、借り物ではない本物の経営
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理念を早期に形成するひとつの有力な方法とし
て、有効かつ有用であることが示された。つまり、
①「現状分析と問題特定」→②「目標設定と利益
計画の策定」→③「会社の存在意義や目的、顧客
や地域社会、社員などに対する経営者の信条・思
想・哲学・原理原則・使命感・価値観・決意・覚
悟の検討」→④「経営理念の明文化と表明」とい
うプロセスから本物の経営理念が早期に導かれ、
中小企業再生に有効なリーダーシップが養成され
ることが明らかとなった。
　本研究における意義は、これまであまり議論さ
れてこなかった、中小企業再生に求められる経営
者のリーダーシップ養成法を、ヤマグチ社の事例
に着眼して導出した、既存研究とは異なる経営理
念形成法に見出したことである。
　しかしながら、本研究において検討した事例
は、ヤマグチ社の１社であり、十分な研究とはい
い難い。したがって、この理論をさらに精緻化す
るためには、他の事例をも検証する必要があり、
これが本研究における課題である。
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３ 2009年から2012年の３年間で35万者減少している。
４ 平成24年度における欠損法人の割合は70.3%である。
５ 資料：中小企業庁委託「中小企業向け融資に関す
る調査」（2010年11月、三菱UFJ リサーチ＆コン
サルティング（株））（注）第１位を５点、第２位
を４点、第３位を３点、第４位を２点、第５位を
１点として計算。
６ 資料：中小企業庁委託「中小企業向け融資に関す
る調査」（2010年11月、三菱UFJ リサーチ＆コン
サルティング（株））（注）複数回答であるため、
合計は必ずしも100にならない。
７ 債務超過状態とは一時的ではない慢性の支払不能
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を意味するもっとも危険な状態であり、負債総額
が総資産の適正評価額を超過する、すなわち純資
産がマイナスの状態を言う（Altman, 1971, 20頁）。
８ 「応急再生」は財務健全性を倒産以前の健康状態
にまで戻せた状態を意味し、再生状態の初期段
階をさす。「本格再生」は、財務健全性を回復し、
企業価値も安定しつつある状態を示す。「持続型
再生」は、本格再生の期間が長期に継続され、企
業価値も完全に維持された状態を意味する（太田, 
2009, 30-31頁）。
９ 太田（2009）は、リスクマネジメントを「企業価
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プラス面に対応する管理活動」と定義した。そし
て、リスクのマイナス面（保守的）とプラス面（進
取的）の２つの観点からリスクマネジメントを統
合的に展開するマネジメント（ERM）の方法論を
提唱した（4-5頁）。これは、倒産リスクを収益の
源泉を得るプラスの機会として捉えるとともに、
マイナスの影響を抑えつつ企業価値の向上と再生
を図ろうとするマネジメント手法である。
10 本稿では、ビジョン（Vision）や倫理（Ethics）を
経営理念と同義として捉えている。
11 奥村（1994）は、日本における経営理念の呼び方
は、「企業理念、基本理念、社是、社訓、綱領、
経営方針、経営指針、企業目的、企業使命、根本
精神、信条、理想、ビジョン、誓い、規、モット
ー、めざすべき企業像、事業成功の秘訣、企業目
標、事業領域、行動指針、行動基準、スローガ
ン」などがあるとしている（7-8頁）。鳥羽・浅野
（1984）は、アメリカにおいては、「Management 
Creed, Management Philosophy, Basic Objectives, 
Our Basic Policy, Fundamental Principles, What 
We are Aiming For, The Credo by Which We 
Serve, Guiding Principles, This We Believe, Primary 
Responsibilities, Policiesなど」という言葉で表現さ
れているとしている（47頁）。
12 ニューロロジカルレベルとは、NLPの研究者であ
りNLP Universityの創始者であるロバート・ディ
ルツ氏がまとめた人の意識の論理的構造のモデル
をいう（加藤, 2010, 55頁）。
13 金融庁（2014）『金融検査マニュアル別冊〔中小
企業融資編〕』
14 本稿では、「企業目的」を「経営理念」として捉
えている。
15 本稿では、「ミッション」を「経営理念」として
捉えている。
16 ここでは、株式会社ヤマグチのホームページや代
表者の山口勉氏へのインタビュー、著書などを基
に、同社の企業概要と経営危機に直面した状況、
再生を果たした経緯を要約して述べている。
17 エイコフとエメリーは、理想（ideal）→長期目標
（objectives）→短期目標（goals）のように、短期
目標を選択・整序するのは長期目標であり、長期
目標を選択・整序するのが理想とする階層的関係
を示した。この理想は、無限に近づくことはでき
るが実際には到達できない目的であるとし、どれ
か１つのgoalまたはobjectiveを達成すると、その
理想にさらに近接した他のgoalまたはobjectiveを
追求するシステムであると主張した。また、この
理想追求システムは、「完全」（perfection）とか「最
終的に望ましいもの」（ultimately desirable）とい
う概念をもち、それをシステマティックに―相互
関連したステップに従って―追求するシステムで
あるとしている（Ackoff, 1971, p. 667; Ackoff and 
Emery, 1972, pp. 240-241）。
18 National Association of Accountants（NAA）
19 太田（2009a）による概念図（11頁）を財務の健全
性軸と時間軸の２軸のみで表現し、ヤマグチ社の
経営状態などを加筆した（点線で囲まれている個
所と点線の矢印など）。
